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建造物の設計・施工・管理上の
注意義務


































































































































































































































































































































































































































































































































































































TKC ローライブラリー新・判例解説 Watch 刑法 No. 144（2017年）文献番号
z18817009-00-071141466，同「判批」法学セミナー747号（2017年）125頁，古川伸
彦「判批」『平成28年度重要判例解説』（2017年）162頁，杉本一敏「『因果関係の基
本的部分』の予見可能性について：渋谷温泉爆発事件決定を契機に─」刑事法ジャ
ーナル50号（2016年）4頁，山本紘之「結果回避義務について」刑事法ジャーナル
50号27頁，高橋則夫「過失犯における行為規範と注意規範の連関」井田良ほか編
『山中敬一先生古稀祝賀論文集・上巻』（2017年，成文堂）453頁，大塚裕史「結果
の予見可能性と因果経過の予見可能性─渋谷温泉施設爆発事故最高裁決定を契機と
して─」『山中敬一先生古稀祝賀論文集・上巻』505頁，橋爪隆「過失犯(2)─最近
の特殊過失事件について」警察学論集70巻4号（2017年）157頁，岡部雅人「過失
犯における『因果経過の予見可能性』について─渋谷温泉施設爆発事故最高裁決定
をてがかりとして─」川端博ほか編『理論刑法学の探究・10巻』（2017年，成文堂）
1頁等がある。第2審段階の評釈として，稲垣「指示・警告上の欠陥と不作為的過
失─渋谷シエスパ事件─」専修法学論集126号（2016年）401頁以下参照。
(40) もっとも，結露水排出の管理事項を生じさせたこと以外に，本施設の安全設計
に問題がなかったわけではない。第1審判決から最高裁決定まで言及されていない
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（ガス抜き配管内で生じる結露水排出の必要性の伝達）の懈怠（指示・警
告上の欠陥(41)）が問題とされている。最高裁においては，この注意義務
の前提として，被告人の職掌上の立場のほか，
「自ら，ガス抜き配管に取り付けられた水抜きバルブの開閉状態に
ついて指示を変更し，メタンガスの爆発という危険の発生を防止する
ために安全管理上重要な意義を有する各ガス抜き配管からの結露水の
水抜き作業という新たな管理事項を生じさせた」
ことを挙げている。ここでは，水抜きがされないという条件付きであるが，
被告人自らがガス爆発の危険を創出したことを示していると評価し得る。
この点について，学説では，作為義務論の観点から危険創出行為を作為
義務の根拠とするもの(42)や，作為・不作為とを区別することなく，「注意
義務の帰属主体根拠」を示したものと評価するもの(43)がある。私見では，
施設設計者という地位，かかる地位に由来する安全設計をすべき職責とと
もに，過失犯の注意義務（結果回避義務）を基礎づける事情として位置づ
けられるものと考える。いずれの見解でも説明可能であるが，そのことと
は別に，上記箇所において，自ら対処すべき「危険の内実」が示されたと
も評価することができよう(44)。
が，本施設は，メタンガス処理施設の上階に従業員施設が設けられるなど，従業員
への安全配慮に重大な問題のある施設であった。
(41) これについては，稲垣・前掲注(39)408頁参照。
(42) 古川・前掲注(39)163頁，山本・前掲注(39)28頁等。
(43) 樋口・前掲注(6)「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判断枠
組み(1)」8頁。
(44) 渋谷シエスパ事件最高裁決定の大谷直人裁判官の補足意見は，本件は「業務運
営上メタンガスの発生が不可避となる温泉施設において，ガスの引火・爆発を防止
するための安全対策に関して，設計面における担当者がその任務を果たしたかが問
題とされている事案」であるとし，さらに，「因果関係の基本的部分」の予見を問
題とする手法の当否に言及している箇所ではあるが，「メタンガス処理の安全対策
としての本件設計の意義をどのようなものと認識するか」と指摘しており，所与の
危険を設計段階で考慮する視点を提示している。
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このように，（ア)行為者自らが設定した危険については，注意義務の基
礎づけ，ないし作為義務の根拠論と事実上の重なり合いが認められる。ま
た，設計段階においては，「設計上の欠陥」を回避することは当然として，
そうでなくとも，設計上，一定の条件（施工段階での塗厚制限，管理段階
での配管内の水抜きの必要性など）が生じた場合には，その情報を担当部
門に確実に伝達する具体的注意義務が生じる(45)。設計，施工，管理段階
における主体が機能的に分化している分業体制においては，このような情
報伝達ミスを未然に防ぐチェック体制の構築が重要となろう。
（2）設計者以外の第三者が設定した危険（前記イ)─配慮義務
設計者の設計以前に，第三者が設定した危険があり，設計者において，
その危険を除去することが問題となることは通常はないであろう。もっと
も，建築工事の場合，当初の設計が施主側の事情で変更することがしばし
ばあり，その過程で生じた情報の齟齬が後に事故の原因になることがある。
実際，第三者が設定した危険を回避する義務が問題となったやや特異な
事案として，「町田コストコ事件｣(46)がある。事故の内容は，町田市所在
の大型スーパー「コストコ多摩境店」が，平成23年3月11日，東北地方太
平洋沖を震源とする地震で震度5弱から5強程度の揺れを受けた際，車路
スロープと本体建物の接合部が破断し，上下2段の車路スロープがいずれ
も崩落し，下段スロープ上にいた自動車が上段スロープに押しつぶされる
などして，2名が死亡，6名が傷害を負ったというものである。この事故
につき，本件建物の構造設計を担当した1級建築士の被告人が業務上過失
致死傷罪で起訴された。事故に至る経緯は複雑であるが，簡略に示すと，
① 平成13年12月13日，当初の設計者 Aの構造計算に基づいて建築確
(45) もっとも，伝達すべき情報の価値については，専門分野における通常性を踏ま
え，過大に評価しないようにする必要がある（稲垣・前掲注(39)418頁）。
(46) 東京高判平成28年10月13日 LEX/DB文献番号25544699。
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認申請（平成14年1月8日付で確認済証の交付）。なお，設計時にお
いて，設計者 Aと，いずれも一級建築士である意匠設計会社の B，C，
Dの間では，「本体建物の柱と車路スロープの梁の接合部をガセット
プレートのみで接合する」という一般的ではない危険な設計構想(47)
が共有されていたが，建築確認申請時の提出資料上では，その点を確
認できていない。
② ①と前後して，施主の事情（経費削減，工期短縮）により，Aに替
えて被告人が新たな構造設計を依頼され，被告人はこれを受任。
③ 被告人は，当初設計の図面におかしな点があると思いつつも，その
基本的な設計構想につき，自己の設計構想，すなわち「車路スロープ
と本体建物の床スラブを連続させるもの」と同じであるとの理解で，
変更した構造設計書等（変更後構造計算書，変更後構造図）を作
成(48)。床スラブを連続させることを前提とすれば，被告人の構造設
計は適切なものであった。これに対し，①の設計構想の場合，水平方
向の振動に弱い上，変更した構造設計によると，本件店舗建物と本件
車路スロープの構造が異なることから水平方向の振動差が生じやすい
構造となり，地震により両者に異なった挙動が生じることになる。
④ 被告人は，Bらに変更後構造設計書等を提出。意匠設計会社は，平
成14年1月25日に変更確認申請をし，同年2月7日付で確認済証の交
付を受けたが，結局，上記①の危険な設計構想に基づく工事が実施さ
れ，震災時に，ガセットプレートにその耐力を上回る地震力がかかっ
て破断し，本件事故に至った，
(47) ガセットプレートとは，鉛直荷重を負担する鋼板部材であり，地面に対して水
平方向の力に弱いという特徴を有する。
(48) 本件店舗建物と本件車路スロープとは，当初は，いずれもブレース（筋交い）
付きラーメン（Rahmen）構造であったが，被告人は，依頼により，本件店舗建物
をラーメン構造，本件車路スロープをブレース付きラーメン構造に変更した。これ
により，水平方向の振動差が生じやすい構造となった。
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というものである。
当初の公訴事実では，「設計上の欠陥」を理由とした過失が主張されて
いた(49)が，その後の訴因変更により，被告人の意匠設計担当者への「配
慮義務」が問題とされた(50)。これについて，第1審判決(51)は，被告人に
かかる配慮義務があるとして有罪としたが，控訴審は，第1審判決を破棄
し，被告人を無罪とした（確定）。その理由は，次のようである。
まず，配慮義務一般については，被告人が変更後構造計算書等を示すな
どして，前記③の設計構想を意匠設計担当者 Bらに伝えたことは証拠上
明らかであることを前提として，
「本来，設計担当者間の伝達はそれでまかなわれるはずのものであ
る（原判決がいう設計担当者間で協議すべき義務なるものは，これを
認めるとしても各設計間で齟齬のあることが認識された場合に初めて
生ずべきものである。）から，それだけでは足りず，被告人の設計内
容を他の設計担当者らが正確に把握できるようにするため，一般の取
扱いを超える措置を講ずるなどの適切な配慮をしなかったことが過失
の内容になるというのは，特段の事情がない限り，通常にわかに想定
し難い。」
(49) 具体的には，「接合部に関する設計内容を正確に把握した上，同車路スロープ
が崩落することがない安全な構造設計をすべき業務上の注意義務があるのにこれを
怠り，前記意匠図を精査せず，意匠設計担当者に設計内容を確認するなどもせず，
同店舗建物と同車路スロープがガセットプレートのみで接合する設計とされている
ことを把握しないまま，同接合部に関する設計内容を見直さず，同店舗建物をラー
メン構造，車路スロープ部をブレース付きラーメン構造として水平方向の振動差が
生じやすい構造設計をした過失」という内容である（控訴審判決の理由中「第3
当裁判所の判断 2」参照）。
(50) 具体的には，「同店舗建物をラーメン構造，車路スロープ部をブレース付きラ
ーメン構造として水平方向の振動差が生じやすい構造設計をし，同接合部について，
床スラブにより接合するとの前提で構造設計をしたことを同意匠設計担当者が正確
に把握できるよう適切に配慮しなかった」という過失内容である（同上）。
(51) 東京地立川支判平成28年2月8日 LEX/DB文献番号25542742。
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との基本的視座を示している。そして，実際にも，意匠設計者 Bらは，
変更部分を認識し，その趣旨を把握できる状況であったとして，次のよう
に判示している。すなわち，
「原判決が説示するような配慮義務は，①意匠設計担当者や構造設
計担当者の各立場を踏まえても，協働して設計を行う契約当事者双方
にあり，かつ，高度の注意義務を負担する建築士相互間に認められる
ものである上，本件では構造設計を変更することが前提とされていた
のであるから，通常は，②意匠設計担当者らにおいて，変更後構造図
及び変更後構造計算書等を通して変更内容を確認すべき義務があった
というべきである。」（番号，下線は筆者が付したものである）
というのである。その上で，構造設計担当者による配慮義務は，本来的に
は，変更後構造計算書等の内容を意匠設計担当者らに伝えたことにより尽
くされているとする。
もっとも，「通常ではない特段の事情」として，たとえば，
(ⅰ) ｢被告人が作成した変更後構造図や変更後構造計算書の内容に疑
義があり，それのみでは内容を正確に把握し難い」場合や，
(ⅱ) ｢変更後構造図を踏まえても，なおそこに示された施工をしない
こと（スラブを接合しないこと）が想定されるとして，配慮義務を尽
くすべき事情があり，それについても被告人が予見可能」である場合
には，やはり配慮義務が生じ得るとしている。しかし，控訴審は，（ⅰ)に
つき，被告人の提出した変更後構造図等の記載により，床スラブで接合す
ることは正確に把握できる内容であったとして，これを否定している。ま
た，（ⅱ)につき，意匠設計担当者 Bらが，前記①の危険な設計構想を共
有したままであったため，彼らが創出した危険状態は継続していたが，結
論として，「スラブを接合しないで施工をする」という危険性があると被
告人が予見できる状況にあったとみるのは無理があり，配慮義務を果たす
べき前提となる予見可能性があることには合理的疑いがあるとして，無罪
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の結論を導いている。
前記(ⅰ)の事情があった場合は，「設計上の欠陥」があるとまでは言え
ないが，少なくとも，「指示・警告上の欠陥」が問題となり，渋谷シエス
パ事件と同じ構図になったであろう。
これに対し，（ⅱ)の場合，構造設計者として構造設計書類を提示するこ
とにより，適切な情報伝達を果たしていることが前提となることから，シ
エスパ事件と同様に扱うことはできない。本件事故自体は，地震という
「自然力」の介在により生じているが，建造物の設計者は，震度5強程度
の地震の発生は当然織り込んで構造設計すべきといえる(52)。本事案は，
一見すると自然災害のように見えるが，そうではなく，震度5強程度の地
震にも耐えられない危険な設計構想が是正されないまま，危険な建築物が
建築されてしまったことが問題の本質である。そこで，事案類型的には，
「第三者である Aないし Dが設定した危険（危険な設計構想）について，
被告人がそれを除去する例外的な配慮義務を負うかが問われた事案」とし
て整理できよう。本事案では，Aないし Dが危険を設定しながらそれに
気づかず，また，被告人も，Aらの危険な設計構想に気づいていないので，
設計構想に関する意思疎通に齟齬があったことは否定できない。しかし，
被告人が，適切な構造計算書類等を作成し，意匠設計担当者に提出してい
る以上，特段の事情がない限り刑法上の注意義務は生じないとしたのは，
(52) 昭和56年に導入された新耐震基準は，中規模の地震（震度5強程度）に対して
は，ほとんど損傷を生じず，極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度6強か
ら震度7程度）に対しては，人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないこ
とを目標としたものである。第1審判決でも，「構造設計業務の目的は建築物の構
造耐力上の安全性を確保することにある。そして，本件店舗が多数の客や従業員等
が利用する大型建築物であることからすると，このような建築物の構造設計業務を
行う専門家においては，建築物が地震や暴風等によって倒壊して多数人の死傷結果
が発生することがないように，構造耐力上の安全性を脅かす要因については，これ
を除去するための十分な措置を講じるべき高度の注意義務が課されている」との一
般論に言及している（第1審判決の事実認定の補足説明中の第4・1(1)参照）。
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正当と言えよう。
問題は，誰がその齟齬を是正すべきであったのかであるが，被告人とい
うよりは，むしろ Aないし Dの落ち度が大きい事案と思われる(53)。結果
論になるかもしれないが，本事案は，起訴当初から，被告人の選定，およ
び公訴事実の設定に問題があったと言わざるを得ない(54)。
(53) 控訴審判決でも，当初設計者 Aの落ち度について，「実際には本件接合部を床
スラブで接合せず，ガセットプレートで接合することを前提としていたというのに，
そのような構造図や構造計算書を作成せず，さらにスラブが結合しないことを唯一
示す本件矩計図も添付しないまま建築確認申請をしている。このようなことは，建
築物の安全性を図るためにその最低基準を定めてその遵守を確保し，実効性を保持
する手段として設けられた建築確認申請の在り方からすると，本来予定されておら
ず，構造計算を専門とする建築士が担当をしていながらこのような申請をすること
は通常は想定し難いもの」（理由中第3・6(1)参照），「本件接合部をガセットプ
レートのみで接合するという構造設計の見地からは一般的とはいえない設計構想を
持ちながら，他方で，建築確認申請書上は，本件接合部をスラブで連続することを
前提とした構造計算書や構造図を作成し，このような設計構想と書面上の構造設計
との違いを後任の被告人に口頭等の手段を含めて明確に伝えなかったばかりか，本
体建物と車路スロープを特性の異なる構造とすることを言い張り，スラブで接合す
ることを前提としなければ理解困難な提案に固執したという経緯，事情が疑われ，
それにより，被告人において，本件接合部でスラブを接合しないと予見することを，
より一層に困難にし，阻害した」（理由中第3・6(3)参照）と指摘されている。
また，B（設計・工事の総括責任者），C（意匠設計担当者），D（コストコ社と米
国の設計会社と窓口であり，日本側の設計担当者との間の全体の取りまとめ役を担
い，齟齬があれば調整をする立場にあり，Bに次ぐ重要な立場にあった）の落ち度
についても，床スラブに言及のある「Dメールの内容からすれば，被告人は当然
Dに相応の回答をしたものと推認でき，その際にスラブが接合していることを前
提とした内容を述べたことにも疑う余地がない。しかるに，これに対して，あるい
はその後，Dらから被告人の設計内容を問い質したり，その変更修正を求める行
動に出た事跡は全くない。これらに加え，変更前構造図を作成した A，本件矩計図
を作成した C……，統括していた Bがいずれもスラブが連続していることを前提
とした上記の Dメールを受けながら，これに対して疑問を呈することすらしてい
ない」（理由中第3・6(4)）などと，異例とも言える言及をしている。
(54) 本件控訴審判決の指摘を踏まえ，東京地検は，異例の再捜査を進めていたが，
平成29年7月18日，Bないし Dについて，改めて不起訴（嫌疑不十分）としてい
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なお，この種の事故では，検察審査会への申立ても予想される。現在の
業務上過失致死罪の公訴時効の期間は10年であり（刑訴法250条1項3号），
平成30年現在においても，本事件の公訴時効は完成していないが，いわゆ
る「明石歩道橋副署長事件｣(55)のように，検察審査会法に基づく強制起訴
に至る前に，公訴時効が完成してしまうという事態は皆無ではなかろ
う(56)。もっとも，B らが，被告人との関係で「共犯」といえれば，公訴
時効の停止効（刑訴法254条2項）が生じる。本事案の配慮義務について
は，控訴審判決の下線①部分において，「建築士相互間に認められる」と
判断されていることから，過失の共同正犯を問題とする余地はある。しか
し，この部分は，下線②のように，Bら意匠設計担当者の方に，変更後構
造図等を通した確認義務があることを導く意味があるに過ぎないと解する
こともできる。そのため，過失の共同正犯（共同義務の共同違反）を構成
するような相互的な「共同の義務」を認定できるかは，なお検討を要する。
むしろ，被告人が，特別の配慮義務を負担しないとされたことを考慮する
ならば，被告人と Bらを「共犯」（過失の共同正犯）とすることは困難で
あろうから(57)，刑訴法254条2項の時効停止効も期待し難い。その意味で，
本事案のような特殊過失事件の場合，起訴時において，「誰が創出した危
険か」という視点で厳密に主体選別をすることは，非常に重要である。
（3）自然環境・現象を所与の前提とした施設（前記ウ）
自然環境を利用し，あるいは切り拓いて建造物・工作物を建築・建造す
る。
(55) 最決平成28年7月12日刑集70巻6号411頁。
(56) これについては，稲垣「刑罰権の及ぶ範囲と罪刑法定主義」専修ロージャーナ
ル10号（2014年）115頁〈163頁注(98)〉においても指摘した。
(57) 配慮義務については，稲垣「指揮監督者相互の注意義務と過失の共同正犯─明
石歩道橋事件について─」専修法学論集130号（2017年）465頁（489頁以下）を参
照。
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る場合，自然環境に由来する所与の危険（地盤の脆弱性など）を織り込む
必要がある。そのような危険が客観的に存在し，設計時に認識可能であっ
たならば，客観的に期待可能な範囲内で，その危険を回避するための注意
義務が生じるといえる。実際，ゴルフ場等の造成時の設計過誤に基づいて
生じた崩落事故の死傷事件において，設計者の過失責任が認められた事案
は複数存在する(58)。事故の外形上，自然災害のようであっても，上記の
事情が認定できれば，人災といわざるを得ない。他方，事故原因を設計時
の危険に引き直したとしても，設計者が認識できる契機がなかった場合，
注意義務の前提が欠けることになろう(59)。
また，我が国土の性質上，地震やそれに伴う津波などは，一定程度所与
の危険として想定すべきものではある。たとえば，コストコ事件で示した
ように，震度5強程度の揺れに耐えられない建造物は，欠陥建造物と称し
ても良いと思われる。しかし，耐震対策にも限界があろう。現在，東日本
大震災の際に発生した稀有な巨大津波を契機とする東京電力福島第1原発
事故に関連する死傷につき，当時の東電幹部が業務上過失致死傷罪で強制
起訴されている。原発施設という性質上，織り込むべき自然現象の危険は，
通常の建造物より広く認める余地はあるであろうが，東日本大震災級の
(58) 神戸地判昭和42年4月10日下刑集9巻4号407頁（山麓に多数の人家の存在す
る山腹斜面に宅地を造成する場合における建設業者の設計・施工上の注意義務違反
を肯定），大阪高判昭和42年7月27日高刑集20巻4号486頁，判タ215号149頁（山の
中腹を切り広げゴルフコースを造成する場合における土木業者の設計・施工上の注
意義務違反を肯定），大阪高判昭和53年2月21日刑月10巻1・2号65頁（山腹を切
り広げてゴルフコースの増設をした場合に，工事責任者の常務取締役に設計及び施
工上の注意義務違反があるとされた事例）など。
(59) たとえば，高台を切り拓いた造成地が集中豪雨で崩壊して数名が死傷した事案
について，崩落原因が訴因で示されたものとは別の原因であり，それを予見するこ
とができた事情もないとして，注意義務違反等を論じるまでもなく，造成工事の設
計者・調査等の責任者らの過失責任を否定した事案がある（福岡高判昭和58年9月
7日刑月15巻9号442頁）。
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「巨大津波」の予見可能性を前提として，巨額の費用が見込まれる設備設
置（防潮堤等）の当否を問題とするのは，相当困難な道であろう。より簡
易な「全電源喪失を想定した回避措置」を注意義務として措定するなどの
方法もあり得たように思われる(60)。
Ⅳ おわりに
以上，建築関係の事故につき，対処すべき危険の発生時点に着目して，
管理・運用段階，施工段階，企画・設計段階の注意義務について段階的に
検討し，類型化を試みた。その結果は，次のようにまとめることができる。
まず，建築物等の完成後の管理・運用段階においては，危険の発生源は
どうあれ，管理・運用責任者が管理・運用上の不具合を確認し，あるいは
認識可能になった時点で，その職責，役割，権限に応じて，改善する注意
義務が発生する。
施工段階と企画・設計段階の注意義務の所在については，一定の連動関
係が認められることに留意する必要がある。まず，施工段階における作業
管理，労務管理上の安全確保は，分業体制を踏まえた上で，施工担当者が
負担するので，危険源はどうあれ，原則として，施工担当者がその回避，
除去の注意義務を負う。その反面，企画・設計者はそのような義務を負わ
ないであろう。しかし，企画・発注者の拘束力ある指示があり，その指示
が原因で事故が生じた場合は，「企画・発注者の設定した危険」が問題と
なるので，企画者らにおいて，指示に内包する危険が認識可能であれば，
それを回避する注意義務が生じると言えよう。そのような場合は，施工担
当者の注意義務は否定されることがある。
設計段階について敷衍すると，設計段階で致命的な欠陥があり，死傷事
(60) 松宮孝明「福島原発事故と刑事責任」斉藤豊治編『大災害と犯罪』（2013年，
法律文化社）212頁（217頁）は，この点に着目している。
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故に繋がった場合には，設計者が設定した「設計上の欠陥」が過失の根拠
となる。「設計上の欠陥」とまで言えなくとも，設計段階で，施工上，あ
るいは管理・運用上の留意事項が生じた場合，それを確実に伝達すべき注
意義務が生じる。設計者等がそれを怠った場合，自ら設定した危険に基づ
く「指示・警告上の欠陥」を理由として過失責任が生じ得る。他方，設計
者として，その設計構想を確実に施工部門等に伝達した場合には，原則と
して，設計者としての職責は果たしていると評価されるが，第三者によっ
て設定された危険な設計構想などが施工段階に反映される蓋然性があり，
それについて行為者が認識可能であるといった特段の事情がある場合には，
危険な設計構想を是正する特別の義務として「配慮義務」が生じることが
ある。また，設計においては，自然現象に内在する危険を所与のものとし
て織り込んだ対策が求められる。自然災害を想定した建築上の注意義務の
限界づけについては，今後の課題となるが，問題となる建造物の性質に応
じて，織り込むべき危険の内容，範囲は変動し得ることから，その内実を
明らかにして，過大にならない限度の具体的な注意義務を設定することが
重要であろう。
（以上）
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